
『島尻教育事務所 教職員業務改善推進スタンダード （令和６年度版）』 沖縄県教育庁島尻教育事務所

政府(内閣)・文科省等､沖縄県教育委員会､島尻教育事務所における教職員の業務改善推進･働き方改革の動向

☆県（島尻教育事務所）･市町村教育委員会･島尻教育研究所･学校･家庭･地域等との連携･協働･分担の体制整備･拡充

教職員の業務改善推進･働き方
改革の取組を〝持続的〟に支え
る体制の整備･充実

家庭･地域等との連携･協働･分担
 による教職員の業務改善推進・
働き方改革を〝重層的〟に支える

 体制の整備･充実

①学校運営協議会の設置・運営と
地域学校協働活動の一体的推進

②地域ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ・人材ﾊﾞﾝｸの充実
③登下校時の対応（登校時間設定等）
④放課後や夜間の巡視、補導等の対応
⑤学校徴収金等の公会計化等
⑥学校行事の準備・運営への協力等
⑦部活動地域移行、部活動指導員拡充

①各種研修体制の整備、受講奨励
②ｸﾞﾙｰﾌﾟ担任制（ﾁｰﾑ担任制）の導入等
③小学校における教科担任制の充実
④労働安全衛生管理体制の整備・充実
⑤ｽｸｰﾙ・ﾛｲﾔｰ、産業医等による支援・相
談活動、ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ対策の充実

⑥兼職兼業の条件整備

□学校・幼稚園数
【小学校 ４５校】 （分校含む）

・本島：３７校 ・離島： ８校
【中学校 ２６校】 （分校含む）

・本島：１９校 ・離島： ７校
【幼稚園･認定こども園】
・公立幼稚園： １８園（－3園）
・認定こども園： ３４園（公立9･公私連9･法人16）

□児童・生徒数 ３０,３２９人（R4/2/1現在）

・小学生 ２０,８９９人

・中学生 ９,４３０人

□教員数 ２,１０２人（R3/４月現在）

・小学校 １,３２０人（本1,075人/臨245人）

・中学校 ７８２人（本 614人/臨168人）

□R5時間外業務時間数調査
（前年度比）

月８０ｈ以上～ ※述べ人数
【小学校】
・226人 （－297人）
【中学校】
・328人 （－77人）

月４５h以上～８０ｈ未満 ※割合
【小学校】
・２5.４％ （－0.８ポイント）
【中学校】
・２5．１％ （+1.３ポイント）

月４５ｈ未満（上限指針内） ※割合
【小学校】
・７3．２％ （+2.７ポイント）
【中学校】
・71．４％ （-0.４ポイント）

□精神疾患を理由とする
病気休職者数

（◇新規 ◆前年度継続）
【小学校】 ８人

（◇ ０人 ◆ ８人）
【中学校】 ５人

（◇ １人 ◆ ４人）
令和６年5月現在

島尻地区の教育環境 島尻地区内教職員の状況

【島尻教育事務所スローガン】

☆「みんなの学校！ピースフル・プラン」等の施策を
踏まえ、島尻教育事務所管内における教職員の業務改
善推進･働き方改革を集中的に取り組む。

【集中取組期間 令和５年度～令和８年度】
目標１ 月８０時間を超える時間外勤務を行う教職員

がゼロとなるよう取り組む。
目標２ 月４５時間未満で時間外勤務を行う教職員の

割合を８０％以上とする。

みんなの学校！ピースフル・プラン

【島尻教育推進の基本方針】

島尻教育推進の基本方針

教職員の資質向上、ｷｬﾘｱ形成、
  ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ対策等、「活き活きと
学び続ける教師」の育成を〝個別
最適〟に支える体制の整備･充実

業務改善推進担当者連絡会、取組の公表、経年経験者研修､市町村教育長研修､校長研修､教頭研修、人事に関する学校訪問・各種ヒアリング等

自ら学ぶ意欲を持ち

心豊かでたくましい

幼児児童生徒の育成

令和 ５ 年度 令和 ６ 年度 令和 ７ 年度 令和 ８ 年度 備 考 (関連施策等)

政府（内閣） 教育振興基本計画 R5-Ｒ９

文科省等 中央教育審議会諮問 R5.5.22
【緊急提言】 R5.8.28

沖縄県教育委員会 沖縄県教育振興基本計画 R4-R13

島尻教育事務所 ※「島尻スタンダード」実践校 R6-R８島尻教育事務所 教職員業務改善推進・働き方改革 「集中取組期間」 R5～R8

みんなの学校！ピースフル・プラン R6～R8前推進プラン

部活動の地域移行 「改革推進期間」 R５～R７

教員の働き方改革「集中改革期間」 R６～R８

幼児児童生徒の健やかな成長に向けた、新しい時代を切り拓く持続可能な魅力ある学校づくりの推進

○教職員一人ひとりが、良好な人間関係を築き、
心身ともに健康で本来の職務に専念し、児童生徒
と共に学び、成長しながら、専門性を十分に発揮
して、「子供たちへのより良い教育」を行ってい
くことができる教育環境を整える。
【沖縄県公立学校における働き方改革推進計画

みんなの学校！ピースフル・プラン】

「令和の日本型学校教育」と「新たな教師の学びの姿」の実現、「持続可能な社会の創り手の育成」「地域社会に根ざしたｳｪﾙﾋﾞｰｲﾝｸﾞの向上」

①学期制や長期休業期間の調整によ
る「平日３日の５校時」等の設定

②学校閉庁日、ﾘﾌﾚｯｼｭｳｨｰｸの設定
③定時退勤日、開庁・閉庁時間の設定
④校務支援ｼｽﾃﾑの導入(仕様統一)・拡充

⑤試験の自動採点等による負担軽減

⑥給食時、授業準備等の負担軽減
⑦校内清掃、ﾌﾟｰﾙ管理等の負担軽減

、自分事として、できることから直ちに
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